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障害者制度改革と当面の課題に関する要望書
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議長　　三澤　了

　日頃より障害者福祉の増進にご尽力いただき誠にありがとうございます。
ＤＰＩ日本会議は、1986年の結成以降、全国の仲間と共に、様々な課題にわたって障害当事者の立場から人権確立と地域自立生活の実現を求めて運動を展開してきました。

これまでも障害者権利条約の趣旨をふまえた制度・政策をお願いしてまいりましたが、今後、その第19条「自立した生活と地域社会へのインクルージョン」をふまえ、どんな障害があっても必要な支援を得て安心して暮らせる地域づくりが大きな課題になると考えています。
　障害者制度改革をサポート頂くことをお願いするとともに、以下の項目について要望させて頂きます。
記

１．ＪＤＦ（日本障害フォーラム）メンバーをはじめ、その過半数が障害当事者等で構成される「障がい者制度改革推進会議」での議論をふまえ、国連・障害者権利条約の批准に向けた取り組みを進めて下さい。特に、次期国会で審議が予定されている障害者基本法改正については、「障害の定義」「差別禁止」「地域生活の権利」「インクルーシブ教育」「モニタリングの仕組み」等、権利条約にふさわしい高い水準の改正を目指して与野党で協力して進めて下さい。
２．「障害者自立支援法一部改正法」の施行に当たっては、障害当事者・自治体・現場に負担・混乱をもたらさないようにして下さい。その名称に「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において」とある通り、この法律の翌年に施行が予定されている「総合福祉法」（仮）のと齟齬の出ないようにして下さい。そのため、同法に関連した政省令やＱ＆Ａ、事務連絡等については推進会議や同総合福祉部会と十分連携をとって策定して下さい。（具体項目は別紙）

３．総合福祉部会が今年６月７日にまとめた「当面の課題」に関連した予算確保や政省令の改正もあわせて進めて下さい。
４．今夏の参議院選挙マニフェストに記された「障がい者福祉ゴールドビジョン」については、障害者の地域生活基盤整備を主な内容とし、早急に具体化し強力に押し進めて下さい。
５．障害者の所得保障に関する改革を早急に進めて頂くとともに、当面、特定障害者特別給付金の国籍条項の撤廃を直ちに行って下さい。
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